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1. はじめに
本稿では, 日本企業の海外現地経営について, 本国本社から海外現地法人
への出向者である海外派遣社員に注目し, 人の現地化
(１)
の推移を明らかにする
ことを目的とする｡
戦後, 日本企業の海外展開が進むなかで, 海外現地法人における人の現地
化の状況に関して多くの研究がなされてきた｡ 代表的なものとして, 例えば,
Negandhi & Baliga (1979) は, 日本企業および米国企業, 欧州企業の海外展
開を比較するなかで, 日本企業の場合は, 海外現地法人への日本からの派遣
社員が多いことや, 現地人の経営者への登用が少ないことを明らかにしてい
る｡ こうした日本企業の海外現地法人での人材配置の特徴は, その後 Tung
(1982), Kopp (1994a) などの研究でも指摘されている｡ また, 吉原 (1996)
は, 米国, 英国, ドイツ, シンガポール, 台湾の５カ国に進出する日本企業
の現地法人について調査を実施し, 現地社長の78％を日本からの派遣社員が
占めていることを発見し, 人の現地化の遅れを論じている｡ さらに, 白木
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(１) 本稿では, ｢人の現地化｣ を海外現地法人の従業員に占める現地人の比率を高
めること, とする｡
(2006) も, シンガポール, タイ, マレーシア, インドネシア, フィリピン
の５カ国に進出している日系企業の現地化を1999年, 2001年, 2003年の３時
点で調査し, いずれの時期においても現地社長の約70％から80％は日本から
の派遣社員であったことを明らかにしている｡ これらの一連の研究の結果か
ら, 人の現地化の遅れは日本企業の国際経営での特徴であると論じられた
(２)
｡
さらに, こうした特徴は現地従業員のモチベーションや現地市場への適応の
面からデメリットをもたらすため, 克服すべき課題として議論されている
(３)
｡
だが, 一方で, こうした研究結果とは異なり, 日本企業の海外現地経営で
の人の現地化の進展を指摘する研究もある｡ 例えば, Beamish & Inkpen
(1998) は, 1990年代前半において日本企業の海外現地法人への派遣社員が
それ以前に比べて減少傾向にあることを指摘し, 川井 (2000) は, 中国 (北
京・天津・大連) に進出している日系企業を三菱総合研究所編 『中国進出企
業一覧』 1997年度版で調査し, 現地人経営者の登用が以前の調査に比べて進
んでいることを述べている｡ さらに中村 (2014) は, 電気機械器具の製造企
業を対象に2003年から2012年までの期間, 同社の海外派遣社員比率や現地人
社長比率の推移を調査し, 人の現地化が徐々に進展していることを考察した
(４)
｡
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(２) 石田は (1999) は, 日本企業の海外子会社において, 経営層・管理層といった
中核人材は日本からの派遣社員が占め, 一般事務や現場などの労働を現地従業員が
担うという二重構造を ｢日本人支配体制｣ と指摘している｡
(３) Bartlett and Yoshihara (1988), Kopp (1994a), 吉原 (1989) は人の現地化の遅
れが現地従業員のモチベーションに問題を生じさせることを指摘している｡ Kopp
(1994b) は, 現地市場への適応という面から人の現地化の進展の重要性を述べてい
る｡
(４) 一般社団法人在外企業協会が実施しているアンケート結果においても日本企業
の海外現地法人での人の現地化の進展は指摘されている｡ それは1996年の調査開始
以降, 海外従業員数に占める日本人派遣社員数の比率が減少傾向を示しており
(1996年：2.7％→1998年：2.3％→2000年：2.1％→2002年：1.9％→2008年：1.4％→
2010年：2.1％→2014年と2016年：1.4％→2018年：1.2％), また海外現地法人の経
営者に日本人が就く割合も低下している (2008年：84％→2010年：76％→2012年：
71％→2014年：75％→2016年：51％→2018年：38％) とする調査結果である (一般
以上のように, 日本企業の海外展開において, 海外現地法人での人の現地
化が遅れている, あるいは進んでいるという相反する議論がある｡ しかしな
がら, そうした人の現地化の長期的推移を, 日本企業全体を対象に調査し,
その概要を捉えるような研究はほとんどない
(５)
｡ そこで, 本稿ではその推移の
傾向を把握するために, 現地化の進展をはかる指標の１つである海外派遣社
員比率, すなわち海外現地法人の現地従業員数に占める日本から派遣された
社員の割合に焦点を当て, 1985年時点・1992年時点・2002年時点の３時点で
の日本企業の現地化の状況を記す｡
2. 利用資料
日本企業の海外現地法人の調査にあたっては, 藤田順也・竹内竜介・平野
恭平 (2010a) ｢戦後日本企業の海外進出の変遷―海外従業員数ランキングの
拡張―｣ 『経営研究』 No. 56に掲載の, 1985年・1992年・2002年の３時点の
海外従業員数ランキング上位100社から, 各企業の海外現地法人数および現
地従業員数, その法人への派遣社員数を参照した｡ なお, 海外従業員数や海
外派遣社員数において不明が多い場合, 前後時点と比較対照し, もしそれら
の数字が著しく低い場合は, 集計対象から外した｡ この結果, 対象となった
企業 (海外現地法人総数) は, 1985年時点で92社 (1,876社), 1992年時点で
89社 (3,639社), そして2002年時で74社 (3,495社) となった
(６)
｡
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社団法人在外企業協会 (2019) ｢日本企業はグローバル化したか 第10回日系企業に
おける経営のグローバル化に関するアンケート調査｣ 『月刊グローバル経営 ３月
号』)｡
(５) 数少ない研究として, 藤田・竹内・平野 (2010b) がある｡ この研究は長期的
な視点で, 海外従業員数上位100社に入る日本企業の海外現地法人, とりわけ海外
孫会社での最高経営責任者の現地化の進展を明らかにしている｡
(６) 調査対象から外した企業は, 次の通りである｡ 1985時点では松下電器産業, 日
立製作所, 本田技研工業, キャノン, ロッテ, 国際興業, 松下電器貿易, 日本ケミ
コンの８社である｡ 1992年では, 日産自動車, 日立製作所, ソニー, リコー, 村田
製作所, ヤマハ発動機, 東陶機器, パロマ工業, ロッテ, セコム, 国際興業の11社
3. 日本企業の海外派遣社員比率の状況と推移
31. 1985年時点
1985年時点の日本企業92社の, 海外現地法人1,876社の従業員総数517,454
人について, その地域と業種を軸に整理したものが表１である｡ まず, 同時
点での日本企業の海外進出の状況を概観する｡ 地域別で現地従業員数の構成
比を見ると, アジア49.2％ (254,539人) と中南米12.2％ (63,273人) だけで
全体の61.4％を占め, これらにアフリカと大洋州を含めると全体の68.7％と
なり, 発展途上国でいかに多くの現地従業員が雇われているかが分かる｡ ま
た業種別現地従業員数の構成比は, 電気機械工業 (29.6％), 輸送機械工業
(14.1％), 繊維工業 (13.1％) を中心とした製造業が全体の83.0％と, 大部
分を占めている｡ さらに, これらの業種を地域別特性との関連でみると, 電
気機械工業 (18.2％), 輸送機械工業 (3.5％), 繊維工業 (10.3％) にみられ
るように, アジアが主な進出先となっている｡
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である｡ 2002年時点では, トヨタ自動車, ブリジストン, 本田技研工業, 富士通,
日産自動車, キャノン, シャープ, サンヨー食品, セブンイレブン・ジャパン,
三菱商事, ソニー, オリンパス, 大日本インキ化学工業, コマツ, スミダコーポレー
ション, イオン, 住友ゴム工業, シンワ, ロッテ, 村田製作所, 三協精機製作所,
FDK, ブラザー工業, NOK, 加ト吉, セコムの26社である｡ なお, 日本企業の海
外派遣社員数を正確に把握することは近年益々困難になっている｡ 筆者が確認した
ところ, 2003年以降, 『海外進出企業総覧』 ではその数を不明としている企業が増
加傾向にあった｡ 海外進出企業総覧のほかに, 日本企業の海外派遣社員数を調査す
るために利用できるのは, 東洋経済新報社 『就職四季報』 の2007年版以降, および
外務省領事局政策課の ｢海外在留邦人数調査統計｣ である｡ 前者の 『就職四季報』
には ｢業種別・海外勤務｣ の項目があり, 全てではないものの, 各企業の海外派遣
社員総数, 勤務地とその勤務地への派遣社員数が記載されている｡ しかしながら,
同書は概要を把握するには適しているが, 国ごとの正確な派遣人数, そして派遣先
が海外現地法人, あるいは駐在員事務所なのか, その識別ができない｡ また, 後者
の ｢海外在留邦人数調査統計｣ においては, 民間企業関係者として地域別・国別の
派遣社員は推測できるものの, 個別企業名は掲載されていないので, 企業ごとの集
計はできない｡
1985年時点の海外派遣社員数の状況に移ると, この時期に日本から海外現
地法人に派遣された社員の総数は11,750人であった｡ 表１が示すように, 地
域別派遣社員数の割合が最も多いのは北米の38.7％ (4,546人) で, 次いで
アジア26.0％ (3,055人), 欧州16.3％ (1,914人) の順となり, これら３地域
で全体の81％を占めている｡ 発展途上国と先進国との割合は45％対55％と,
先進国の方が大きくなっており, 上記の現地従業員数の地域的特徴, すなわ
ち発展途上国の割合が68.7％を占めたこととは相反する結果になった｡ また,
業種別海外派遣社員数は製造業が全体の60.2％ (7,068人), 非製造業が39.8
％ (4,682人) の構成である｡ 製造業では電気機械工業が全体の22.5％
(2,647人) で第１位であり, 次いで輸送機械工業10.2％ (1,194人), 食品工
業5.1％ (599人), 繊維工業4.7％ (549人) の順となり, これら４部門で全
体の42.5％を占めている｡ また, 非製造業では商業が全体の33.5％ (3,942人)
を占めており, この時期, 海外現地法人に最も多くの社員を派遣していた｡
そして, 1985年時点の全地域・全業種を対象とした海外派遣社員比率は,
2.27％の結果となった｡ この数値を地域別でみると, 最も低い数値はアジア
の1.20％で, それに続いて中南米の1.91％, 大洋州の2.55％, 欧州の3.62％,
アフリカの3.28％, 北米の4.16％の順となる｡ さらに, 地域別の比率を業種
別にわけてみると
(７)
, 次のようになった｡ 製造業で最も低い比率はアジアの
0.96％で, 次いで中南米の1.41％, 大洋州の1.47％, 欧州の2.43％, 北米の
3.00％, アフリカの4.63％であった｡ アフリカの数値が高いのは, 大規模な
工場進出を果たしていなかったため, 現地従業員が比較的少なかったことが
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(７) 1985年時点の海外派遣社員比率を製造業と非製造業で比べると, 製造業の1.65
％に対して, 非製造業は5.31％となっており, その差が約3.2倍である｡ これは,
海外現地法人１社当たりの現地従業員数が製造業は386人に対し, 非製造業が115人
と約３倍の差があるのに対し, 海外現地法人１社当たりの派遣社員数は製造業, 非
製造業ともに６人と差がないことを反映している｡ この点から, 海外派遣社員比率
をみる際, 製造業と非製造業は区別して捉える必要があることがわかる｡
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｡
影響していたと考えられる｡ これに対して, 非製造業ではアフリカの1.52％,
アジアの2.65％, 中南米の4.21％, 北米の8.10％, 大洋州の9.79％, 欧州の
10.54％の順となっている｡
以上, 1985年時点の特徴は次の４点である｡ 第１は, 製造業, 非製造業と
もに他の地域と比べて, 総じてアジアで現地化が進展していた｡ 第２は, こ
の時期の代表的な海外進出部門の電気機械工業, 輸送機械工業, 繊維工業の
うち, 電気機械工業と繊維工業の海外派遣社員比率はアジアで最も低かった｡
すなわち, アジアの当該部門では他の地域に比べて, より現地化が進んでい
ると言える｡ 第３は, 地域別派遣社員数の割合が最も多い北米では, その比
率が製造業では3.00％だった一方で, 非製造業では8.10％であった｡ 第４は,
海外現地法人に最も多くの社員を派遣した商業の海外派遣社員比率は6.34％
と, 全ての業種のなかで最も高かった｡
32. 1992年時点
1992年時点の日本企業89社の, 海外現地法人3,639社の従業員総数1,026,484
人について, その地域と業種を軸に整理したものが表２である｡ まず, 同時
点での日本企業の海外進出の状況を概観する｡ 地域別で現地従業員数の構成
比を見ると, アジアの46.0％ (471,821人), 北米の26.7％ (273,770人), 欧
州の12.5％ (127,900人) の順となり, これら３地域で85.2％を占めている｡
発展途上国と先進国との割合は61％対39％と, 発展途上国の方が大きい｡ ま
た業種別現地従業員数の構成比は, 電気機械工業 (33.4％), 輸送機械工業
(14.1％), 非鉄金属工業 (6.4％), 精密機械工業 (5.7％) を中心とした製造
業が全体の59.6％と, 過半数を占めている｡ さらに, これらの業種を地域別
特性との関連でみると, 電気機械工業 (19.4％), 非鉄金属工業 (3.3％),
精密機械工業 (2.1％) においてはその進出先の中心はアジアで, 輸送機械
工業 (5.1％) が北米となった｡
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1992年時点の海外派遣社員数の状況に移ると, この時期に日本から海外現
地法人に派遣された社員の総数は20,776人であった｡ 表２が示すように, 地
域別派遣社員数の割合が最も多いのは北米の39.2％ (8,145人) で, 次いで
アジア29.5％ (6,129人), 欧州20.5％ (4,255人) の順となり, これら３地域
で全体の89.2％を占めている｡ 発展途上国と先進国との割合は40％対60％と,
先進国の方が大きい｡ また, 業種別海外派遣社員数は製造業が全体の72.2％
(15,000人), 非製造業が27.8％ (5,776人) の構成である｡ 製造業では電気機
械工業が全体の28.9％ (5,994人) で第１位であり, 非製造業も含めた全業
種の中で, この時期, 海外現地法人に最も多くの社員を派遣していた｡ 次い
で, 輸送機械工業15.8％ (3,275人), 精密機械工業7.8％ (1,617人), 機械工
業3.5％ (721人) の順となり, これら４部門で全体の56％を占めている｡ ま
た, 非製造業では商業の割合が最も多く, 全体の21.6％ (4,492人) であっ
た｡
そして, 1992年時点の全地域・全業種を対象とした海外派遣社員比率は,
全体で2.02％の結果となった｡ この数値を地域別でみると, 最も低い数値は
中国の1.06％で, それに続いて中南米の1.24％, アジアの1.30％, 大洋州の
2.02％, 北米の2.98％, 欧州の3.33％, アフリカの3.46％の順となる｡ さら
に, 地域別の比率を業種別にわけてみると, 次のようになった｡ 製造業で最
も低い比率は中国の0.95％で, 次いで中南米の1.04％, アジアの1.16％, 大
洋州の1.41％, 欧州の2.58％, 北米の2.92％, アフリカの3.22％であった｡
これに対して, 非製造業では中国の1.62％, 中南米の1.68％, アジアの2.06
％, 北米の3.13％, アフリカの4.25％, 大洋州の4.44％, 欧州の10.01％の順
となっている｡
以上, 1992年時点の特徴は次の４点である｡ 第１は, 製造業, 非製造業と
もに他の地域と比べて, 中国で現地化が進展していた｡ 第２は, この時期の
代表的な海外進出部門の電気機械工業, 輸送機械工業, 非鉄金属工業, 精密
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機械工業のうち, 輸送機械工業, 非鉄金属工業の海外派遣社員比率は, アジ
ア, 中国, 中南米, アフリカ, 大洋州で, 欧州と北米の数値を下回った｡ す
なわち, 発展途上国の当該部門では先進国に比べて, より現地化が進んでい
ると言える｡ 第３は, 地域別派遣社員数の割合が最も高い北米では, その比
率が製造業では2.92％だった一方で, 非製造業では3.13％であった｡ 第４は,
海外現地法人に最も多くの社員を派遣した電気機械工業の海外派遣社員比率
は1.75％と, 製造業の全体の海外派遣社員比率 (1.80％) を若干下回った｡
33. 2002年時点
2002年時点の日本企業74社の, 海外現地法人3,495社の従業員総数1,396,114
人について, その地域と業種を軸に整理したものが表３である｡ まず, 同時
点での日本企業の海外進出の状況を概観する｡ 地域別で現地従業員数の構成
比を見ると, アジアの45.4％ (634,484人) に次いで中国の17.8％ (248,397
人) が続き, 北米の16.7％ (233,484人), 欧州の14.0％ (194,999人) と順と
なり, これら４地域で93.9％を占めている｡ 発展途上国と先進国との割合は
69％対31％と, 発展途上国の方が大きい｡ また業種別現地従業員数の構成比
は, 電気機械工業 (39.8％), 非鉄金属工業 (14.6％), 輸送機械工業
(11.1％) を中心とした製造業が全体の65.5％と, 過半数を占めている｡ さ
らに, これらの業種を地域別特性との関連でみると, 電気機械工業 (20.7％),
非鉄金属工業 (5.7％), 輸送機械工業 (4.2％) にみられるように, アジア
が主な進出先となっている｡
2002年時点の海外派遣社員数の状況に移ると, この時期に日本から海外現
地法人に派遣された社員の総数は17,251人であった｡ 表３が示すように, 地
域別派遣社員数の割合が最も多いのはアジアの39.3％ (6,775人) で, 次い
で北米25.9％ (4,473人), 欧州17.4％ (3,003人) の順となり, これら３地域
で全体の82.6％を占めている｡ 発展途上国と先進国との割合は57％対43％と,
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発展途上国の方が大きい｡ また, 業種別海外派遣社員数は製造業が全体の
81.8％ (14,109人), 非製造業が18.2％ (3,142人) の構成である｡ 製造業で
は電気機械工業が全体の39.7％ (6,853人) で第１位であり, 非製造業も含
めた全業種の中で, この時期, 海外現地法人に最も多くの社員を派遣してい
た｡ 次いで, 輸送機械工業14.4％ (2,490人) の順となり, これら２部門だ
けで全体の54.1％と, 過半数を占めている｡ また, 非製造業では商業の割合
が最も多く, 全体の12.6％ (2,173人) であった｡
そして, 2002年時点の全地域・全業種を対象とした海外派遣社員比率は,
全体で1.24％の結果となった｡ この数値を地域別でみると, 最も低い数値は
アフリカの0.44％, それに続いて中国の0.84％, 中南米の0.96％, アジアの
1.07％, 欧州の1.54％, 北米の1.92％, 大洋州の1.87％の順となる｡ さらに,
地域別の比率を業種別にわけてみると, 次のようになった｡ 製造業で最も低
い比率はアフリカの0.29％で, 次いで中国の0.76％, 中南米の0.78％, 大洋
州の0.82％, アジアの0.96％, 欧州の1.32％, 北米の2.06％であった｡ これ
に対して, 非製造業では北米の1.43％, 中南米の1.84％, アジアの2.48％,
アフリカの3.02％, 中国の3.36％, 欧州の3.91％, 大洋州の7.94％の順となっ
ている｡
以上, 2002年時点の特徴は次の４点である｡ 第１は, 他の地域と比べて,
製造業ではアフリカで, 非製造業では北米で現地化が進展していた｡ 第２は,
この時期の代表的な海外進出部門の電気機械工業, 非鉄金属工業, 輸送機械
工業のうち, 電気機械工業と輸送機械工業の海外派遣社員比率は, アジア,
中国, 中南米, アフリカ, 大洋州で, 欧州と北米の数値を下回った｡ すなわ
ち, 発展途上国の当該部門では先進国に比べて, より現地化が進んでいると
言える｡ 第３は, 地域別派遣社員数の割合が最も多いアジアでは, その比率
が製造業では0.96％だった一方で, 非製造業では2.48％であった｡ 第４は,
海外現地法人に最も多くの社員を派遣した電気機械工業の海外派遣社員比率
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は1.23％と, 製造業の全体の海外派遣社員比率 (1.12％) を若干上回った｡
34. ３時点の海外派遣社員比率の推移
1985年から2002年までの17年間における日本企業の海外派遣社員の派遣地
域において, その割合が最も多かったのが1985年時点と1992年時点では北米
であったが, 2002年ではアジアとなった｡ また, 業種別海外派遣社員数の構
成比をみると, 17年間を通して製造業では電気機械工業と輸送機械工業の割
合, そして非製造業では商業の割合が一貫して大きかった｡
さらに, 上述の３時点の海外派遣社員比率の推移を簡潔に表したものが表
４である｡ 第１に, 本調査の全地域・全業種を対象とした海外派遣社員比率
は, 1985年時点で2.27％, 1992年時点で2.02％, 2002年時点で1.24％であっ
たことから, 非常にゆっくりではあるが, 着実に現地化が進展していること
を確認できた｡ さらに, これを前半と後半にわけてみれば1985年から1992年
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表４. ３時点の海外派遣社員比率の推移 (業種別・地域別)
単位：％
1985年時点 1992年時点 2002年時点
全体 2.27 2.02 1.24
製造業
アジア 0.96 1.16 0.96
中国 － 0.95 0.76
欧州 2.43 2.58 1.32
北米 3.00 2.92 2.06
中南米 1.41 1.04 0.78
アフリカ 4.63 3.22 0.29
大洋州 1.47 1.41 0.82
非製造業
アジア 2.56 2.06 2.48
中国 － 1.62 3.36
欧州 10.54 10.01 3.91
北米 8.10 3.13 1.43
中南米 4.21 1.68 1.84
アフリカ 1.52 4.25 3.02
大洋州 9.79 4.44 7.94
資料) 表１, ２, ３より筆者作成｡
の７年間でわずか0.25％の低下をみたのに対して, 後半の10年間 (1992年か
ら2002年) は0.78％の低下がみられたことになり, 全体として後半の期間の
方がより現地化の進展があったと指摘できる｡
第２に, しかし, 地域別・業種別での海外派遣社員比率の３時点における
推移となるとさまざまな傾向がみられた｡ 表４が示すように, 製造業ではア
ジアは0.96％→1.16％→0.96％, 欧州は2.43％→2.58％→1.32％, 北米は3.00
％→2.92％→2.06％, 中南米は1.41％→1.04％→0.78％, アフリカは4.63％→
3.22％→0.29％, 大洋州は1.47％→1.41％→0.82％であった｡ また, 非製造業
ではアジアは2.65％→2.06％→2.48％, 欧州は10.54％→10.01％→3.91％, 北
米は8.10％→3.13％→1.43％, 中南米は4.21％→1.68％→1.84％, アフリカは
1.52％→4.25％→3.02％, 大洋州は9.79％→4.44％→7.94％であった｡ すなわ
ち, 北米, 中南米, アフリカ, そして太平洋の製造業, 欧州と北米の非製造
業では３時点で一貫して海外派遣社員比率が低下したが, アジアと欧州の製
造業, アフリカの非製造業では1992年時点で比率が上昇し, 2002年時点で低
下しており, またアジア, 中南米, 大洋州の非製造業では1992年時点で比率
が低下したものの, 2002年時点では上昇するという結果がでた｡ こうしたな
かで, 北米だけは３時点で製造業, 非製造業ともに比率を低下させている｡
4. おわりに
本稿は, 海外派遣社員に焦点を当てて, 1985年時点・1992年時点・2002年
時点の３時点での日本企業の海外現地法人の人の現地化の状況および推移を
順に確認した｡ 日本企業の海外展開が進むなかで, 海外現地法人への派遣社
員比率に絞って現地化の推移をみると, 緩やかではあるが３時点で徐々に低
下 (1985年2.27％→1992年2.02％→2002年1.24％) しており, すなわち人の
現地化の進展が明らかになった｡ しかし, 地域別・業種別で海外派遣社員比
率の３時点における推移を観察すると, 千差万別な結果となった｡ ３時点を
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通して, 製造業, 非製造業ともに海外派遣社員比率の低下を示したのは, 北
米だけとなった｡
しかしながら, こうした結果が外部環境や産業特性によるものであったの
か, あるいは企業の経営, とくに現地化に取り組んだ結果によるものであっ
たのか, これらの疑問を明らかにすることはできなかった｡ その解明のため
には, 個別企業を対象として, 当該企業の海外現地経営における現地化の実
態を長期的な視点から明らかにすることが重要であると考える｡ その際には,
本稿で取り上げた海外派遣社員に加えて最高経営責任者にも焦点を当て, こ
れまでの進出国・地域の把握とともに, 以下の要点, 例えば, 海外現地法人
の出資形態 (子会社, 関連会社, 孫会社), 進出形態 (新規設立, 買収), 機
能 (生産, 販売, 開発など), 進出目的 (現地市場, 輸出など), 操業年数,
規模, 業績, 現地従業員数, さらには国内の従業員, 役員層の外国籍人材の
登用状況, 業績などの考察も踏まえて, より詳細な分析を行うことが必要で
あると考える｡ これは今後の課題とする｡
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